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SilnPly supportcd bcams werc tcsted to invcstigate bond splitting strcngth

along longitudinal bars in a shcal span.Thc variablcs of spccilncns wcrc

thc number and the diameter of longitudinal bars,spacing and arrangemcnt

of latcral rcinforccmcnt,and position of a bar rclativc to thc hcight of

conclctc.

It was clcarcd that bond strcss was govcmcd by confining strcss of latcral

rcinforccmcnt.Thc rclationship of bond strcss and confining strcss was

modclcd on thc basis of tcst rcsults.At bond splitting failurc confining

strcss、 vas cvaluatcd.A formula for bond splitting strcngth was proposcd.

Thc proposcd forl■ ula agrccd、〃cll not only、〃ith thc authoris tcst rcsults

but also with othcr invcstigatolsi.

1.研究の目的

近年、高強度コンクリート及び高強度鉄筋を用いた高層鉄筋コンクリー ト造の開発が行われている。高強

度コンクリートおよび高強度鉄筋を用いることにより、部材に大きな曲げ強度、せん断強度を持たせ、断面

寸法を低減 し、構造体の軽量化をはかることが可能となる。しかし、このような部材では、主筋からコンク

リー トに伝達すべき付着力が大きくなり、コンクリー トが主筋に沿って割り裂かれる付着割裂破壊に対する

設計が厳 しくなる。靭性に富む鉄筋コンクリー ト構造物を設計するには、梁降伏型の全体降伏機構を計画す

るのが良いとされており [1]、 柱及び梁部材が付着割裂破壊 しないよう計画されねばならない。そのため

に、付着に対する設計法を確立することが必要である。

藤井。森田は、カンティレバー型の実験から付着割裂強度を支配する因子を整理 し、ひび割れのパターン

を考慮 した付着割裂強度式を提案している [2,3]。 藤井・森田式は、横補強筋の無い実験結果から、コンク

リー トが負担する付着割裂強度を定量化 し、横補強筋がある場合の強度増分を足し合わせることにより付着

割裂強度を求めている。しかし、横補強筋による付着強度増分は、部材断面外周部にのみ横補強筋が配筋さ

れている実験を対象に定式化されており、中子筋や中吊り筋等の副補強筋がある場合に実験結果を過小評価

することが指摘されている [4]。 日本建築学会刊行の「鉄筋コンクリー ト造建物の終局強度型耐震設計指

針」 [1]で は、藤井。森田式を基にして、横補強筋による付着強度増分に副補強筋の効果も考慮 した付着割

裂強度算定式を示 している。しかし、実験的な裏付けが充分とはいえず、実験結果に対 して副補強筋の効果
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を過小評価することが指摘されている [4]。 また、高強度コンクリートを用いた実験結果に対しては、無

補強の場合よく適合するが、横補強筋がある場合に過小評価となることが報告されている [5]。 角・山田等

は、単純梁の実験結果から副補強筋の効果を評価 した付着割裂強度式を提案 している [6]。 しかし、角・山

田式は実験結果に対 して、横補強筋による付着強度増分を横補強筋比の 2乗に比例して与えるため、副補強

筋の効果を過大評価する傾向があると指摘されている [4]。

本研究では、単純梁の実験を行い、サイ ドスプリット型付着割裂破壊の強度に及ぼす主筋径、本数、横補

強筋比及び主筋位置 (上端・下端)の影響について検討 し、主筋に沿う付着割裂破壊が生 じるときに横補強

筋に生 じる応力度と、付着応力度の関係のモデル化を行なった。さらに、主筋の付着割裂破壊時における横

補強筋の応力度を定量化し、主筋の付着割裂強度式を導いた。

2.実験の概要
2.1 試験体

試験体は、実際の部材の応力状態に近 く、加力方法 も簡単であり、横補強筋の影響を調べる目的に適 して

いるため、市之瀬等の実験 [7]を参考とした単純梁型とした。試験体の断面図を図 1に 、側面図を図 2に

示す。市之瀬等の試験体では、上端と下端の試験鉄筋および左右のスパンを各々別に試験することができ、

1体に付き4ヵ 所の試験区間を持つことになる。そこで、各試験体では、コンクリー ト打設方向に対する上

端筋 (記号 :TOP)お よび下端筋 (BTM)の比較、及び、断面外周部のみに横補強筋を配 したもの (記号 :1)

と、すべての主筋を横補強筋で拘束したもの (2)の 比較を行った。荷重点から有効せいの長さ (38cm)離
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れた位置から先の 26 cmの 区間を主筋の付着を調べる試験区間とした (図 2)。 試験鉄筋の表面の異形節の

形状を損うことなく歪度を測定するため、また、せん断ひび割れを誘発 し、付着破壊する試験区間を明確に

するため、試験区間の荷重点側コンクリー トに切り欠き (深 さ 7cm、 幅 3cm)を設けた。試験鉄筋端部は、

支点反力による主筋への拘束を防ぐため、主筋にスチール製のパイプを被せたアンボンド区間とした。アン

ボンド区間のコンクリー トが、試験区間において主筋に沿う割裂ひび割れが発生するのを拘束し付着強度に

影響することを避けるため、アンボンド区間と試験区間の境目にもコンクリー トに切り欠き (深 さ 4cm、 幅

lcm)を設けた。試験体が、付着割裂破壊する以前に曲げ降伏及びせん断破壊することを防ぐ目的で、試験

鉄筋の内側に、補助の鉄筋 (2段筋と呼ぶ)を配 し (No.1～ 3は 4-D16、 No.4は 3D16、 No.5は 3-D19)、

横補強筋を掛けた (2-6φ 060)。 横補強筋の折り曲げ内のり寸法は 5d(d:横補強筋径 6mm)と した。

各試験体間の変数は、主筋本数、主筋径、横補強筋比である。主筋には、横節を持つ異形鉄筋 (D19お よ

びD25)を用いた。横補強筋には、全て 6φ を用い、間隔および副補強筋の有無を変数とした。試験体 No.2

が標準試験体であり、試験体 No.1～ 3で は、主筋の配筋を 4-D19で 同一にし、横補強筋の間隔をかえて

横補強筋の影響を調べた。試験体 No.4,No.5は No.2と 横補強筋の間隔は同一とし、主筋の配筋をそれぞ

れ 3-D19,3-D25と した。パラメータの一覧を表 1に示す。試験区間の横補強筋については、上端側が付着

破壊 した後、下端側を試験する際に横補強筋が伸びプレストレスを受けた状態になることを避けるため、上

端の試験鉄筋と下端の 2段筋、下端の試験鉄筋と上端の 2段筋にそれぞれ横補強筋を掛け、上端筋と下端筋

に別の横補強筋を配 した。

2.2 使用材料の特性

使用 した鉄筋の特性を表 2に示す。 ここで、降伏強度および

弾性剛性は、材料試験から公称断面積を用いて算定 した。使用

したコンクリー トは、早強コンクリー トで、最大骨材寸法10mm

とし、目標強度を270kgf/cm2と した。材料試験によるコンクリ

ー ト強度 σBは 、No.1～ No.3は 317kgf/cm2、 No.4お よび No.5

1ま 341kgf/cm2で ぁる。

2.3 加力方法及び測定事項

加力は、すべて単調載荷 とした。 4つ の試験区間は、比較的

付着強度の弱い上端側を先に加力 し、その後反転 じ下端側を加

力することとし、試験区間 TOPl,TOP2,BTMl,BTM2の 順に 4回

の加力 (加力 1～加力 4)を行 った。

荷重は、試験機ヘッドと試験体の間のロー ドセルにより測定

表 1 試験体パラメーター覧

試験体名 位置 主筋
横補強筋

配筋 pw(%)

No.1

TOp-1

4-D19
2-6ψ 0120 0.19

じlM― Z
4-6φ 0120 0.37

No. 2
TOP-1

4-D19
2-6φ 060 0.37

4-6`う 060 0.75
31M-2

No. 3
Tnp_1

4-D19
2-6`み @40 0.56

TM-1

BIM― Z
4-6`♭ 040 1.12

No.4
TOP-1

3-D19
2-6くう060 0.37

BTM―

TOP-2
3-6くう060 0.56

BTM-2

No. 5
TOP-1

3-D25
2-6`み 060 0.37

OP―
3-6φ 060 0.56

blM― Z

した。荷重点のたわみは、試験機床に固定 した変位計により測定 した。また、

試験鉄筋のすべ りは、試験体端部のコンクリー トに変位計を固定 し、それぞ

れの試験鉄筋端部のすべりを測定 した。試験区間における主筋の付着応力度

及び横補強筋の応力度を評価するため、主筋及び横補強筋の歪度を、図 2に

示す位置で表裏に 2枚貼 り付けた歪ゲージの値の平均により求めた。横補強

筋には丸鋼を使用 したため、付着の影響を無視 し、測定位置と付着割裂面 と

での歪度は等 しいものとして扱 った。

3.実験結果

以下の検討において、付着応力度 τbは 、以下の様に求めた。

表 2 使用材料の特性

鰤
降伏強度
σ y

kgf/cm2

弾性剛性
Es
106 kg/cm2

6φ 5390

D16 3750 1.86

D19 3670 1.85

D25 3620 1.82



τb=ε oE8・ A./ψ 。lb (1)

ここに、ε :荷重点側の切 り欠き内で測定 した主

筋の歪度 (た だし、降伏 した場合は降伏歪 εy)ヽ

EB:材料試験により得られた主筋のヤング係数

(kgf/cm2)、 As:主筋の公称断面積 (cm2)、 ψ :

主筋の公称周長 (cm)、 lb:付着長さ(=24cm)。

最 も付着強度の高い試験体 No.3-BTM2は 、最大耐力時

には、試験区間荷重点側端部で主筋が降伏 したものの、そ

の歪度は降伏歪 (1980μ )を わずかに上回る 2100μ 程度

であった。その他はすべて、主筋は弾性範囲であった。試

験区間の荷重点側端部に切り欠きを設けたため、切り欠き

から試験区間内の一番目の横補強筋の位置までの間 (20mm)

では、主筋に沿ってコーン状の破壊または、ダボ作用によるひび割れが付着割裂ひび割れよりも早期に発生

することを考慮 して、この範囲は付着強度に対して有効でないと仮定 して、この長さを除いて付着長さ lb

を定めた (図 3)。 横補強筋は、全て弾性範囲であり降伏 したものはなか'っ た。横補強筋の応力度σwは 、

外周筋と副補強筋ごとに、試験区間内の全ての横補強筋の応力度を平均 して求めた。

′イθ ′θ
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図3 付着長さ (単位mm)

3.1 破壊性状

標準試験体である No.2に ついて荷重変位関

係を図 4に 、加力 2(TOP2)終了後および加力

4(BTM2)終了後のひび割れ状況図を図 5に示

す。図中において、該当する加力で生じたひび

割れは実線で、それ以前の加力で生 じていたひ

び割れは点線で示 した。いずれの試験体も、曲

げひび割れ、せん断ひび割れが順次発

生 した後、試験区間の主筋沿いに細か

いひび割れが何本 も生 じた。最終的に

は、主筋沿いのひび割れが 1本につな

がり大きく開き、サイ ドスプリット型

の付着割裂破壊をし、耐力低下 した。

図 5に示すように、上端筋 (TOP)を

試験 している際には、下端筋側の試験

区間の主筋近傍にはひび割れは発生 し

なかった。
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3.2 加力順序の影響

ひとつの試験体では、 4つ の試験区間 TOPl,TOP2,BTMl,BTM2を 順次加力したが、その際の主筋の付着応

力度τb、 自由端すべりS及び横補強筋応力度σwの変化の様子を、標準試験体である No.2の 試験区間 TOP2,

BTM2を 例に図 6に示す。横軸は、データを測定した際のステップである。付着応力度 τbお よび自由端すべ

りSは、すべての主筋について測定 したが、自由端すべりSは同一の試験区間内では、 3本 または4本の主

筋で同様の推移を示 した。図中には隅主筋の結果を示 した。加力 1(TOPl)お よび加力 3(31｀ Ml)に おいて、

早期に発生するひび割れの模式図

加力 2終了後



反対側のスパンの試験区間 TOP2,BTM2ではτbお よび Sは変化

していない。加力 2(TOP2)に おいて、下端筋である試験区間

BTM2で は、主筋が圧縮力を受けることにより付着応力度を生

じる。しかし、圧縮力による最大付着応力度は、加力 4(BTM2)

における付着割裂破壊時の付着応力度の半分以下程度であり、

残留応力もほとんどの試験体では Okg/cm2でぁり、残留応力

が生 じた場合も -3～ 4kg/cm2の範囲であった。また、加力 2

(TOP2)に おいて、下端筋である試験区間 BTM2では、主筋に

自由端すべりはほとんど生 じなかった。従って、いずれの試験

体でも加力 1(TOPl), 2(TOP2)は、加力 3,4で 試験する試験
区間 BTMl,BTM2の 実験結果に対して影響を及ぼさなかったも

のと考えた。また、加力 2(TOP2)の 際に、試験区間 BTM2の 横

補強筋には、せん断ひび割れが生 じることにより応力度が発生

しているが、上端筋側である試験区間 TOP2では割裂ひび割れ

が開いて大きな残留応力が生 じているのに対し、下端筋側であ

る試験区間 BTM2で は残留応力はあまり生 じていない。上端筋

と下端筋の横補強筋を別々に配筋することにより残留応力の影

響を少なくすることができた。

3。 3 荷重～付着応力度関係

荷重と主筋付着応力度の関係を図 7に示す。荷重

と共に付着応力度は増加 し、副補強筋がある場合

(TOP2)は、付着応力度が最大に達すると同時に荷

重も低下 し始める。副補強筋がない場合 (TOPl)は、

中主筋の付着応力度が最大点を過ぎて低下 しても、

隅主筋の付着応力度が上昇 して、試験体の耐力は低

下 しなかった。

3.4 付着応力度～すべり関係

付着応力度 τ。と自由端すべりS

の関係の典型的な例 (No.1-TOP2、

No.2-TOPl及び No.2-TOP2)を 図 8

に示す。横補強筋比 pwが等 しく、

配筋形状の異なる試験体 No.1-TOP2

と No.2-TOPlを 比較する。副補強

筋を用いてすべての主筋を拘束 した

試験体 No.1-TOP2で は、隅主筋、

中主筋の付着応力度は同一の推移を

示 し同時に最大値 に達する。一方、

副補強筋のない試験体 No.2-TOPl

では、隅主筋の最大付着応力度は試

験体 No.1-TOP2よ りも高 くなって
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表 3 実験結果一覧

τ maxl:隅 主筋の最大付着応力度 (kgf/cm2)τ maX2:中 主筋の最大付着応力度 (kgf/cm2)
τmax av:全 主筋の平均付着応力度の最大値 (kgf/cm2)
σ wmaxl:隅 主筋最大付着応力度時の横補強筋応力度 (kgf/cm2)
σ wmax2:中 主筋最大付着応力度時の横補強筋応力度 (kgf/cm2)*)主筋降伏後の付着破壊
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いるが、中主筋の付着応

力度は隅主筋に比べて最

大値 も低 く、小 さなすべ

りの段階で先に低下 し始

める。部材全体 としての

全主筋の平均付着応力度

は、副補強筋のある試験

体 No.1-TOP2の 方が最

大値 も高 く、等 しい横補

強筋比 pwで あれば副補

強筋を用いた方が有効な

配筋方法である。試験体

No.2-TOPlに 副補強筋を

加えた試験体 No.2-TOP2

は、隅、中主筋共 に最大

値が高 くなっている。隅

主筋、中主筋それぞれの

最大付着応力度 τ maxl、

τ max2、 および全主筋の

平均付着応力度の最大値

τ max av(隅 主筋 と中主

筋は同時に最大に達する

と限 らないので、 τ maxl

とτ max2の 平均 とはなら

ない。)を表 3に示す。
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3.5 横補強筋応力度～すべり関係

図 9に、横補強筋応力度σwと 自由端すべりSの関係の例 (No.1-TOP2、 No.2-TOPl及び No.2-TOP2)を 示
す。横補強筋の応力度は、付着応力度がピークに達するまでは、すべりと共に増加し、付着割裂ひび割れが

大きく開き付着応力度が最大に達 した後は、横補強筋の応力度は、あまり変化 しなかった。付着割裂破壊発

生時の、すなわち付着応力度が最大に達 した時の横補強筋の応力度σ wmaxは 、900～ 2700kg/cm2の 範囲であ
った。主筋の付着応力度が最大値に達する時の横補強筋応力度σ wmaxを 表 3に示 した。

ここで、横補強筋に生 じた応力σwが、すべて直接主筋に伝達さ

れると仮定 して、横補強筋による主筋拘束応力度σcを以下の様に

定義する (図 10)。

σ w・ noAw σwobopw
σ C=T百

丁
=Nodb (2)

σw・ As      σw:As
図10 主筋拘束応力度 oc

ここに、σw:横補強筋応力度 (kg/cm2)、 n:~組 の横補強筋本数、Aw:横補強筋断面積 (cm2)、
N:主筋本数、 db:主筋径 (cm)、 S:横補強筋間隔 (cm)、 pw:横補強筋比、 b:部材幅 (cm)。



主筋の付着応力度τbと 横補強筋による拘束応力度σcの関係を図11に 示す。τbは 、隅主筋と中主筋ごと

に該当する主筋の付着応力度を平均 した。σcは 、副補強筋のない場合は外周筋が全主筋を平均的に拘束す

るとして求め、副補強筋のある場合には、外周筋が隅主筋を、副補強筋が中主筋を拘束するものとして求め

た。図中に、既往の付着割裂強度式である藤井・森田式 [3]に おけるコンクリー ト負担分 τc。 (上端筋)を

示 した。付着応力度τbが、τc。 を超えると拘束応力度σcが増加 し始める。横補強筋の応力は、せん断ひび

割れが開くことによっても生 じるが、付着割裂破壊 した本実験では、試験区間においてせん断ひび割れはあ

まり進展せず、主筋沿いに付着割裂ひび割れが多数発生 し、ひび割れ幅が開くことにより最大付着応力度に

達 しているので、横補強筋の応力度に対するせん断ひび割れの影響を無視することとした。菖1補強筋のある

試験体では、τbが τc。 を超   80
えると、隅主筋 と中主筋でほ

ぼ同様の傾 きで、 τbと σcが

増加 している。副補強筋のな

い試験体では、 τc。 を超えた

後、 しばらくは隅主筋 と中主

筋が、同一の線上を推移する

が、途中で中主筋のτbが頭

打ちとなっている。各試験体

を比較すると、拘束応力度

σcが増加 し始める点 と、付

着応力度 τbが最大に達する

点を結ぶ傾 きは、ほぼ一定の

値となっている。すなわち、

横補強筋が主筋を拘束する拘

束応力度は、付着割裂強度を

支配する重要な因子であり、

これ らの関係を定量化するこ

とにより付着割裂強度を評価

することができる。

4.付着割裂強度式の誘導 図ll 付着応力度 Tb～拘束応力度 ocの関係
4.1 横補強筋による主筋拘束応力度～付着応力度関係のモデル化

現在、日本建築学会の「鉄筋コンクリー ト造建物の終局強度型耐震設計指針 。同解説」 [1]で は、藤井・

森田の研究 [3]に 基づいた付着割裂強度精算式を示 している。ここで、藤井・森田式のサイ ドスプリットモ

ー ドの場合を示すと、

τ u=τ c。 +τ st                     (3)

コンクリー ト負担分τc。 =(0.307 b i+0427)。 √σ可  (4)
bi=b sI=b//(Nodb)-1         (5)

横補強筋負担分 τ st=24.9 qst√瓦           (6)

noAw  b・ pw

Nod boS Nodb

ただ し、 τ st≦ 0.87√瓦 、下端筋 に対 しては
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藤井。森田式は、無補強の場合には実験結果に対する適合性が良いこと、また、横補強筋がある場合 (特

に、副補強筋のある場合)に は実験結果を過小評価すること等が指摘されている [4,5,6]。 横補強筋がな

い場合、主筋沿いに付着割裂ひび割れが発生すると同時に付着割裂破壊 し付着応力は低下する。しかし、横

補強筋を配筋すれば、付着割裂ひび割れが発生 しても横補強筋が主筋を拘束し、ひび割れの進展を遅らせ、

付着割裂強度を高めることができる。

付着割裂作用に対 して、コンクリー トおよび横補強筋それぞれが抵抗する効果を、そのまま累加できると

は断定できないが、3.6節 に示 した実験結果から、付着応力度τbと 横補強筋による拘束応力度σcの 関係を

図12の 様にモデル化 した。せん断理論におけるトラス機構を考えると、付着力と横補強筋の応力の関係は、

コンクリー ト圧縮束材が材軸となす角度により変化 し、一義的には定められない。しかし、本研究で扱った

試験体はすべて同一の形状を持っており、各試験

体で同様の トラス機構が形成されていると考え、

敢えてコンクリー ト圧縮束材の角度の影響を無視

して、図12の モデル化を行った。σcが増加 し始

めるA点の付着応力度は、藤井。森田式のτc。 が

既往の無補強の実験結果に対 して適合性が良いこ

と、また、本実験結果でもτc。 のあたりからσc

が増加 し始めるので、A点の付着応力度として藤

井。森田式のτc。 をそのまま適用 した。すなわち、

付着割裂強度τ buは 、付着破壊時の拘束応力度

σc uを与えれば、以下の式で与えられる。
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拘束応力度

図 12 τb～ σc関係のモデル化

αは図 12に おけるA点か ら付着割裂強

度を発揮する B点 または B'点 までの勾

配であり、横補強筋の拘束応力度 σcと 、

σcが負担する付着応力度の間の摩擦係

数に相当する値である。

隅主筋および中主筋の付着強度の実験

値 τ maxl、 τ max2(表 3)か らコンクリ

ー ト負担分のτc。 を差引いた横補強筋に

よる付着強度増分 τ st uと 、それぞれの

主筋の付着応力が最大に達する時の横補

強筋拘束応力度 σc uを求め、それ らの

関係を図13に 示す。

ただ し、上端筋、下端筋それぞれのデ

ータを有効に活用するため、上端筋の付

着強度実験値 τ maxl、 τ max2に は本実験

で得 られた強度比 1.22を かけて下端筋

と統一的に扱 った。σc uは 、上端筋 と

下端筋で同程度であり上端下端の違いに

よる影響はないものとして扱 った。横補
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強筋による拘束の有無で分類 して、この傾きαを最小二乗法により求めると、以下を得た。

α={|llll lE霙
[:;

藤井・森田式において、横補強筋による付着強度増分の項τ stに、横補強筋の応力度σwは含まれておらず、

(7)式に示 した q Bt√ σBの関数としている。ここで、 q st√瓦 と実験値 τ3¨ uの関係を図14に 示す。図中

に藤井。森田式における横補強筋負担分 (式 (6))を実戦で示 した。図13と 図14を比較すると、相関係数 rは

ほぼ同程度であり、τ8■ uを σc.uに より評価することができる。

4.2 付着割裂破壊時の横補強筋応力度

4.1節 により、図12の τb～ σcの モデルにおける、付着割裂破壊時の拘束応力度σc.uを定量化することに

より、付着割裂強度を求めることができる。σc.uは、付着割裂破壊時の横補強筋応力度σw uを 評価すれば、

(2)式より、以下の様に求まる。

σ w.u・ b° pw
σ c u (10)

Nodb

本実験を含めて既往の付着実験では、付着割裂破壊に際して横補強筋は降伏せず、その降伏強度wσ ァは付

着割裂強度を支配する要因とならないことが報告されている [例 えば2]。 付着割裂破壊時の横補強筋応力

度σw uに 着目した研究は、これまでほとんど行われていない。そこで、横補強筋が弾性範囲にある場合の

σw uを 定量化するために、付着割裂破壊時に横補強筋応力が発生するメカニズムを次の様に仮定 した。

(1)付着割裂ひび割れ幅wuは 、主筋の異形横節の高さhに比例 し、 hは主筋径 dbに比例する。

(2)横補強筋の伸び△ 1は、付着割裂ひび割れwuの幅に等しい。

(3)横補強筋の伸び△ 1が、ひび割れ面直交方向の全長さ 1の範囲で均等に分布 し、歪度 εw uを 生ずる。

(4)1は 引張筋圧縮筋中心間距離 jtに等 しい。

以上の仮定から、

Wu =β・db
△ 1 =wu

εw.u=△ 1/1
1  =jt
σw u=Ewoε w u

(11)～ (15)式をまとめると

σw.u=β °Ewod b//jt

=β・・db//jt

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)
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ow.uと db/jtの関係(16)

ただし、σw uが降伏強度σ wy以下とする。すなわち、σw.u≦ σwソ

ここに、 Ew:横補強筋のヤング率 (kg/cm2)、 β :付着破壊時の割裂ひび割れ幅と主筋径の比、β'

:付着破壊時の横補強筋応力度とdb/jtの 比 (=β oEw)、 σ wy:横補強筋降伏強度 (kg/cm2)。

ここで、横補強筋で拘束された主筋について、本実験で得られたσw.uと db/jtの 関係を図15に示す。

(た だし、本実験の場合 jtは、横補強筋が配筋されている引張側の試験鉄筋と圧縮側の 2段筋の間隔 29cm

東されている
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である。)図 15に おいて、σw.uと db/jtの 間の相関係数 rは o.455、 σw u/(db/jt)の 変動係数 vは

0.199と 必ずしも良 く対応 しているとは言えない。ここで扱ったデータは、総データ数 30、 db/jtは 2種類
に限られており、さらにデータを蓄積する必要がある。また、本来、ひび割れ幅にはせん断ひび割れの影響

を無視することは出来ず、より合理的な応力発生メカニズムを開発する必要がある。しかし、現状の限られ

たデータに対 して、β
'を図15か ら暫定的に定めることとする。     4000

β'=3.06× 104            (17)      ≦:3000
＼

横補強筋で拘束されない主筋の場合、付着割裂強度時の横補強筋  τ 2000
■
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ると仮定する。図16に 副補強筋がない試験区間 TOPl,BTMlに おけ  [
る隅主筋 と中主筋のσwuの 関係を示 し、横補強筋で拘束されない    0許 一¬市
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主筋に対するσw.uの低減率γを求めたところ、以下を得た。 隅主筋 σw.u(k9f/Cm2)

図16 隅主筋と中主筋の ow.u

(18)

4.3 付着割裂強度式

式 (4)、 (8)～ (10)、 (16)～ (18)を まとめると、下端主筋のサイ ドスプリット型の付着割裂強度τ buは、

τ bu=τ c。 +τ st

τc。 '=1.22τ 。。=(0.375 b i+0.521)。 √σB(τ c。 は藤井。森田式の (4)式による。)

τ Bt=α  
・pw 
β
,γ   b=α oβ '° γ  

°pW

○

○

○

O/S

γ=0.732(拘 束されている主筋の場合 γ=1と する)

N・ db    jt
ただし、β'(db/jt)≦ σwソ より

bopwoσ wy
τ st≦ α γ

Nodb

の様に定量化 され、横補強筋で拘束 されている主筋に対 して、

τ st'=2.10X104 b°
pw   (τ

 st'≦ 0.687 b・
pw・ σ wy)    (19)

Nojt           Nodb

横補強筋で拘束 されていない主筋に対 して、

Nojt

τ st'=1.12× 104b°
pw  (τ

 st'≦ 0.365
Nojt

bopwoσ wソ
)  (20)

N・ db

の様に定量化 される。

また、部材 としての付着割裂強度 τ buは 、 (20),(21)式 よリー列の主筋の荷重平均 として以下の式により

算定 される。



2.10n+1.12(N― n)
τ bu=(0

=(0.

ただ し、

375 b i+0.521)。 √σ]+

τ bu≦ (0.375 b i+0.521)。 √σ:+

上端筋はτ buを 1.22で除す。

× 104
bopw

N・ jtN

375 b i+0.521)。 √瓦 +(1.12+0.98」生)b°
pW×

N  Nojt (21)

n
(0.365+0.322-― )

N

b opwoσ wy

Nodb

5.既往の実験 との比較

5。 1 既往の実験結果との比較
4章 に示 した付着割裂強度式 (21式 )と

既往の付着実験結果を比較検討する。比

較に用いた既往の実験の一覧を表 4に示

す。比較に用いた実験結果としては、近

年行われた付着実験である藤井。森田 [2]

、本実験、角。飯塚他 [5]、 角・山田他

[6]、 市之瀬。横尾他 [7]、 竹内・村田

他 [8]お よび田中他 [9]`こ よる実験か

ら、横補強筋を持ちサイ ドスプ リット型

の付着割裂破壊を起 こしたと報告 されて

いる試験体を抽出 した。これらの実験は、

加力方法 としては単純梁型、カンティレ

バー型を含み、その実験変数は、部材寸

法、主筋の径および本数、横補強筋の比、

副補強筋の有無、コンクリー ト強度など

であり、表 4に示すように広範囲のデー

タを含む。

(21)式 による計算値および現在用いら

れている指針の付着強度式 [1]に よる

計算値 と実験結果 τ max.avと の比較を各

パラメータで分類 し図17-(A)～ (D)に 示

す。表 5に 、それぞれの計算値に対する

実験値の比の平均 m、 標準偏差σ、相関

係数 rお ょび資料数 nを示 した。主筋位置 (上端・下端)お よび横補強筋による拘束状態 (外周のみ 。中子

筋有り)に より分類 した場合 (図 17-(A)、 表 5)、 指針式では中子筋のある場合に計算値がかなり過小評価

となるが、 (21)式 では、中子筋の有無に拘らず、指針式と比較 して、平均mが 1に近 く、標準偏差σが小さ

く、相関係数 rも 1に近 く実験結果を良 く評価することができる。 (21)式 の特徴として、付着割裂強度の横

補強筋負担分τ st'に おいて、τ st'の式中に√瓦 を含んでいないことと、式の分母に jtが表れる (指針式

ではdb)こ とがある。図17-(B)お よび表 5に よれば、 (21)式 はコンクリー ト強度σBが高 くなるにつれて実

験値を過小評価する傾向が有る。しかし、 (21)式 の方が相関係数、平均、標準偏差いずれも実験値と良い対

応になっている。図17-(C)お よび表 5で は、 db/itに より分類して比較を行った。指針式では、 db/j.が

*1 かぶリコンクリートなしの試験体は除いた。

表 5 (21)式 お よび指 針 式 と実 験 値 の比 較

n

21)コ 旨針ヨ

r m σ r m σ

(A)

● 上端外周肋 0.909 U.999 0.197 0,923 1.160 0.

除

一Ⅳ

上端中子有 17 0.786 1.169 0.192 0.890 1.662 0.206

下端外周筋 0.953 0.936 0.130 0.945 1.077 0.
下端 夕ヽ り吉lin~ 0.841 1.003 0.150 0.900 1.474

(B)

σ R聖 4UUKg/cm″ U.ё r4 U.UOZ 0.171 U.ё 60 .Z06 U.Zbb

△ σB≦ 800kg/cmZ 0.849 1.124 0.096 0.778 1.173 0.150
◆ σR>800kg/cm2 0.728 1.146 0.086 1. 0.344

(C)

Cl b/J tttU.U4 4 U.V66 Uё V U.UUl U.UVl U.U01

△ db/it≦ 0.06 0.909 0。 941 0.180 0.888 1.103 0.211

db/it≦ 0.08 0.899 1.021 0,925 1.391 0.209

▼ db/it>0.08 0.841 0.163 0.707 0.280

(D)

pw≦ 0.4% 0.891 1.028 0.191 U.616 204 0.247

△ pw≦ 0.8% 0.915 0.993 0.174 0. 1.267 0.277

◇ pw≦ 1.2% 0.894 1.030 0.152 0.635 1.443 0.329
▼ Dw>1.2% 8 0.940 0.825 0.074 1.310 0.236

令 デ ー タ U.ё V4 1.UUU U.01b .Z00

n:資料数,r:相関係数,m:(実験値/計算値)の平均,σ :(実験値/計算値)の標準偏差

表 4 比較に用いた既往の実験
実験者

又献
番号 試験方法 試験数

用
帥
主筋

σ B

rkof/rm2、
積備雲肋比
ow(%)

藤井等 2
カンテ ィ
レバー型

30〉く40 4-D19 255～ 285 0.15～ 0.80

本研究 4 単純梁型 25)く 42
4-
3-
3-
317～ 341 0.18～ 1.12

■″Jla・  出 5 単純梁型 30× ■― )ソ h К′К― l‖ hh U.bU～ 1.ZU

山田・角 6 単純梁型 20)く 40
4-
3-
181～ 361 0.28～ 1.27

市之瀬等 7 単純梁型 31× 46
4-
7-
Zb
13

0.26～ 1.45

竹内等 8
カンテ ィ
レバー型

20× 35 4-D13 582～ 934 0.20-0.80

田中等
カ ンテ ィ

レバー型
65× 85

4-
4-
4-
367～ 391 0.18～ 1.22



大きくなるにつれて、すなわち断面に

対する主筋の径が太 くなるほど過小評

価 となる傾向がある。一方、 (21)式 で

は、 db/jtに よるばらつきは少なく

(8)～ (16)式 で仮定 したメカニズムの

妥当性を認めることが出来る。図17-

(D)お よび表 5で は、横補強筋比 pwに

より分類 した。 (21)式 は、横補強筋比

pw>1.2%の 範囲で計算値が過大評価

となっている。

5.2 提案式の修正

既往の実験結果 と(21)式 による計算

値の比較から、 (21)式に対 して若干の

修正を行 った。

(1)上端筋の付着割裂強度

図17(A),(B)よ り上端筋でコンク リ

ー ト強度 σBの高いデータに対 して (21)

式は過小評価 となる傾向がある。これ

まで、高強度 コンクリー トはブ リー ジ

ングの影響が少な く、上端筋の下端筋

に対する強度低下は顕著でなくなるこ

とが報告 されている [5]。 (21)式 は

上端筋の付着割裂強度 τ buは (21)式 の

計算値を 1.22で除すとしたが、この

値を高強度 コンク リー トの範囲まで適

用することには問題がある。そこで、

対象 とした実験結果から上端 と下端の

比較ができる試験体を抽出 し、上端筋

の下端筋に対する強度低減率 λ (上端

筋のτ max.av′ /下端筋のτ max av)と

コンクリー ト強度 σBの関係を図18に

示 し、回帰直線を求めると、
20  40  60  80
(21)式 (kgf/cm2)

100 20  40  60
計算値 (kgf/cm2)
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く
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λ=0.803+1.52× 10~4σ B
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掛

§1・ 0
回

還0.8
]IE

JO.6

を得た。

(2)横補強筋比 pwに よる制限

図17-(D)お よび表 5に よれば、(21)式 は、横補強筋比 pwが 1.2%

を超える実験結果に対 しては、計算値が過大評価となる傾向がある。

そこで、 (21)式 において、
0 200 400 600 800 10001200
コンクリー ト強度σB(kgf/cm2)

図18 入と oBの関係
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pw≦ 1.2%

の制限を設けること

とする。

(21)式 において、

pwに (23)式 の制限
を設け、上端筋の強

度には(22)式 のλを

掛けて強度を低減 し

て求めた計算値 と実

験値 τ max,avの比較

を図19-(A)～ (D)お

よび表 6に示す。

(22)、 (23)式 を適用

した結果、図19-(B)

および表 6に よれば、

高強度 コンクリー ト

の場合に計算値が過小評価となる傾向はかなり改善され、コンクリ

ー ト強度によるばらつきはほぼなくなった。図19-(D)お よび表 6に

よれば、横補強筋比 pwが 1.2%を越えるもので過大評価となる

傾向についても改善された。

以上の結果から、付着割裂強度式として、以下を提案する。

τ bu=τ c。 +τ st

τ c。
'=(0.375 b i+0.521)・

v「瓦

ただ し、 bi=b/(N・ db)-1

τ st'=(1.12+0.98型 L)b°
pW×
104

N  N。 」t

ただ し、 pw≦ 1.2%

n
τ st'≦ (0.365+0.322-― )

(23)

表 6 (24)式 と実験値 の比較

n

24)式
r m σ

(A)

● 上端外周筋 0。 925 0.932

▲ 上端中子有 0.853 1.080 0.155

卜端外周 0.958 0.940 0.128

▽ ド端外周負 0.878 1.010 0.141

Ｄ
Ｄ

l」 σ B奎≧4UUKg/cm“ U.OVl 0.942

△ σB≦ 800kg/cm2 0.923 1.078 0.065
σR>800k又/cm2 0.821 1.030

(C)

∪ db/Jt≦ 0.04 U.Uイ 1 1.Ul U.UbZ

△ db/_it≦ 0.06 0.926 0.920 0.162

く db/it≦ 0.08 0。 915 1.005 0.154
▼ db/it>0.08 0.907 1.022 0.113

(D)

∪ D wttU.4る U.VUl 1.UU4 U.

△ Dw≦ 0.8% 0.953 0.956 0.136

Dw≦ 1.2% 9 0.967 0.935 0.105
D">1_2% 0^960 0_863 0_075

令 デ ー タ U.VZ8 U.Ub9 0.156

n:資料数,r:相関係数,m:(実験値/計算値)の平均,

σ:(実験値//計算値)の標準偏差
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図19(24)式と実験値の比較
5。 3 提案式の適用範囲
ここで、提案 した付着割裂強度式は、単調載荷で主筋降伏前に付着割裂破壊する部材の実験結果に基づき

導かれたものである。実際の梁降伏型の構造物では、梁主筋の降伏後におこる付着割裂破壊も防ぐ必要があ

る。正負交番繰返 し加力を受け、主筋降伏後に付着割裂破壊する部材の主筋の付着強度に関する実験は、ほ

とんど行われていない。現在のところ、繰り返 し載荷の影響および主筋の降伏の影響は、充分明らかではな

いので、提案 した付着割裂強度式は、正負交番繰返 し加力を受け、主筋降伏後に付着割裂破壊する部材の主

筋の付着割裂強度に対 しては適用範囲外とする。

ここで扱ったデータは、主筋が 4本以下の試験が主であり、主筋が 5本以上の試験は4体 (全て 7-D13)



のみである。この 4体のみから、主筋 5本以上の場合に対する提案式の適合性を論 じることは危険であり、

今後のデータの蓄積を待つ必要がある。コンクリー ト強度σBは 、200～ 1000kg/cm2程 度の範囲でよく適合し

ており、1000kg/cm2程度の高強度コンクリー トに対 しても提案式を用いることが可能である。また、横補強

筋が降伏する場合を想定 して横補強筋負担分の項に制限を設けたが、ここで扱ったデータの範囲では、横補

強筋の降伏が報告された例はなく、また提案 した付着割裂強度式でもこの制限に触れるものはなかった。た

だし、提案式では横補強筋の応力度が db/jtに比例する形式になっているため、断面に対する主筋の径が

大きく、横補強筋が低強度であれば、横補強筋の応力度が降伏強度σ wyを越えてしまう可能性がある (例 え

ば、σ wy=3000kg/cm2、 jt二 30cmの 場合、主筋が D29以上では横補強筋が降伏すると判定される)。 しかし、

この制限に関しては実験的な裏付けが無 く、今後実験的に確認する必要がある。また、ここで扱ったデータ

の db/jtは 、0.0348～ 0.0876の 範囲であり、この範囲で提案式はよく適合した。

柱部材などで高軸力を受ける場合に、横補強筋に応力が生 じ付着割裂強度に影響する可能性がある。付着

割裂強度に対する軸力の影響は、今後検討すべき課題である。

近年、 2段配筋の部材の付着割裂強度に対する実験が盛んに行なわれている [例 えば10,11]。 2段配筋

の場合、 1段 目主筋の付着強度は、 2段目に主筋がない場合と比較 して、低くなるという報告 [10]と高 く

なるという報告 [11]があり、そのメカニズムには不明な点が多く、今後検討すべき課題である。

6.結論

単純梁の主筋の付着割裂強度に関する実験を行ない、付着割裂強度に影響する要因について検討 した結果、

(1)横補強筋が主筋を拘束する拘束応力度に、主筋の付着割裂強度が支配されることを実験的に確認した。

(2)拘束応力度を主筋径と主筋中心間距離の関数として定量化 し、横補強筋による付着割裂強度増分 τ stを

導き、これと藤井。森田式のτc。 との累加の形で、付着割裂強度式を提案 した。

(3)提案式は、既往のサイ ドスプリット型の付着実験結果に対 して良い適合性を示 した。

7.謝辞
試験体の計画に際して、名古屋工業大学助教授 市之瀬敏勝博士に多くの助言を頂き、同氏の実験計画を

参考にさせて頂いた。試験体の製作は、大成建設 (株 )戸田PC製作作業所に依頼 した。試験体製作 。試験

実施にあたり、東京大学工学部助手の細川洋治、田才晃両氏に御協力頂いた。ここに記 して感謝の意を表す。

計
第
１
第
　
関
　
卜
”
裂

本
　
強
会
　
ｒ
Ｃ
部
強
　
着

設

一
４
、
一　
に
　
一　

割ヽ
　
一肋

％
局
大
　
・，

園ヽ
裂
　
付

薩は
７”５は　破
。刻Ｎｏ・２備
姓明河幹　祥牒視、翻　卸

型
る

・
４
る
　
裂
月
ン
３
の
　
ぼ
年
夫
築
　
鈴
梗
正
付
　
ｃ

度
す

ｐｐ
す
　
割
６
コ
Ｈ
材
　
及
９‐
秀
建

　

演ヽ
沢
の
　
Ｒ

融
‐こ関集、―こ関２月。情降破
ｖヽ。瑯　度‐こ２，‐９杜琳　馴備藤ヽ翻　祉月。

黎破轄破痺わ
０，‐９隔等
り一　
鋤
”１６雄、Ｊ、　古ヽ銭馳醐月。籐『

勘設紋設
‐９８螂
”‐５「螂
″　調
・‐５７腱勁　畑鉄酬毅『畑
‐９９‐

造
着
会
着
２
、Ｒ
４５
信
論
コ
　
付

ｐｐ
村
概
　
馬
学

ヽ
‥
９‐
二
６
，

・卜鯉
鋪
腎
鵬
微鋼

・
；２、
ｒ
魏

有ヽ羅
％
鳳

初師鞭師
・ヽｐｐ．．４岐Ｎｏ・２、鳳畔〓９９０年南宏．‐‐３Ｎ。雛̈
　組ヽ日本郵幹］野芳一ｐｐ・‐５‐

コ
異

』
共
集
青
３
信

一
将
１

Ｖヽ。
上
そ
　
熊
Ｊ

強ヽ
３５
狩

ヽ

筋
ｒ
Ｊ
ｒ
告

Ｈヽ
谷
り
楽
３
、
一　
ヽ

＜ヽ

０

究ヽ
明
裂

ｐ・
ヽ
・
２

築

のヽ

築ヽ
樹
文

度ヽ

集ヽ
敏
次
和
材
１
也
す
行
部
Ｃ
志
集

献
建
栄
て
栄
建
匡
論
三
強
三
告
瀬
年
匡
部
４
、久
関
知
卜

洋ヽ
告

文
本
井
い
井
本
田
次
徹
裂
徹
報
之
学
内
Ｃ
３５
中
に
倉

一
集
原
報

考
日
藤

つ
藤
日
前
年
角
割
角
文
市
工
竹
Ｒ
”
田
能
岩
り
概
松
文

参
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＞
　
　
＞

０
の
　
の
　
の
　
Ｄ
　
の
　
つ
　
の
　
　
”
　
１０
　
　
Ｈ


